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カーボンニュートラルポート形成計画策定の経緯

２

○「いばらきｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ産業拠点創出推進協議会」の立ち上げ
・県内主要企業、学識者、自治体及び関係行政機関から構成される協議会を8月3日に立ち上げ、

カーボンニュールトラルの議論をキックオフ。
・茨城港及び鹿島港において、水素・アンモニア等の次世代エネルギー利活用の需要と供給体制を

一体的に創出するとともに港湾機能の高度化や産業の集積を図るカーボンニュートラルポート（CNP）
を形成するため、協議会に「茨城港／鹿島港ＣＮＰ形成計画作成ＷＧ（CNP-WG）」を設置。

○CNP-WGにおけるこれまでの取組
・９月末までにCNP形成の基本方針等からなるCNP形成計画の原案を公表。
・昨年１２月に国交省から公表されたCNP形成計画策定マニュアル（初版）を踏まえ、年度末にCNP形成

計画（案）を取りまとめ・公表する。

2021年度
2022年度

８～９月 ～３月

推進協議会

CNP WG

(参考)国土交通省港湾局

第１回

第１～３回

CNP形成計画（原案）
策定・公表

CNP形成計画（案）
作成

8/31CNP形成計画策定
マニュアル（ドラフト版）公表

12/24CNP形成計画策定
マニュアル（初版）公表

方針共有・CNP-WG立上

第４、５回

第２回

CNP形成計画（案）
報告

・各企業の具体的取組、
ロードマップの整理

・適宜WGの開催

必要に応じ
協議会に報告

※来年度以降も、政府の温室効果ガス削減目標、脱炭素化に資する技術の進展等を踏まえ、計画の進捗
状況を確認・評価しつつ、適時適切に計画の見直しを行ことができる体制を確保する。



 CNP形成計画は、CNPを実現するにあたり、各港湾において発生している温室効果ガスの現状及び削減目
標、それらを実現するために講じるべき取組、ロードマップ等をとりまとめたもの。

 対象港湾は、国際戦略港湾、国際拠点港湾及び重要港湾。
 策定主体は、港湾管理者。
※事業者等が参画する協議会の設置が望ましい。地方港湾の管理者においても策定を推奨。

「CNP形成計画策定マニュアル」の作成
（予定）
 2021年8月 ドラフト版
 2021年12月 初版

【CNP形成計画の主な記載項目】
 CNP形成計画における基本的

な事項（計画期間、目標年次、
対象範囲、計画策定及び推進
体制等）

 温室効果ガス排出量の推計
 温室効果ガスの削減目標、削

減計画
 次世代エネルギー供給計画（需

要推計、供給計画、施設整備計
画）

 港湾・産業立地競争力の向上に
向けた方策

 ロードマップ

カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画の策定イメージ
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CNP 形成計画は、公共ターミナルに加え、倉庫、発電所等の活動も含め、面的に港湾地域
全体を俯瞰して策定されることを想定。
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CNP形成計画（案）の記載事項

項目 記載事項
CNP形成計画（案）
※2022年3月末公表

備考

CNP計画における基
本的な事項

・基本方針 ○
・計画期間、目標年次
・対象範囲
・計画策定及び推進体制、進捗管理

○
※目標年次は2030年＋2050年

温室効果ガス排出量
の推計

・温室効果ガス素排出量の推計 ○
※目標年次は2030年＋2050年

温室効果ガスの削減
目標及び削減計画

・温室効果ガス排出量削減目標
・温室効果ガス削減計画

○
※目標年次は2030年＋2050年

水素・燃料アンモニア
等供給目標及び供給
計画

・水素・燃料アンモニア等の需要推計
・水素・燃料アンモニア等の供給計画
・水素・燃料アンモニア等の供給等のた
めに必要な施設整備計画

△
※目標年次は2030年＋2050年

施設整備計画については、関係者
との調整に時間を要することから、
検討の方向性を示す

港湾・産業立地競争力
の強化に向けた方策

・環境面での港湾の競争力強化策・産業
立地競争力強化策 ○

ロードマップ
・二酸化炭素削減計画、施設整備計画
等に係るロードマップ ×

企業の投資判断もあるため、調整
が整ったものについて来年度以降
記載していく

対策の実施・進捗管
理・公表

・CNP形成計画の実施、進捗管理、公表
の手法 ○

参考資料

・CNP形成イメージ（将来像） ○

・各企業の取組 △
具体的取組、ロードマップの検討
状況に応じ追記していく ４



ＣＮＰ形成計画（案）①

１．基本的な事項

（１）基本方針
①水素・燃料アンモニア等の次世代エネルギーの供給拠点化
②物流・人流ターミナルや港湾内に立地する企業活動の脱炭素化
③再生可能エネルギーの導入促進への貢献

（２）計画期間、目標年次
2030年及び2050年

（３）対象範囲
茨城港／鹿島港を中心とする港湾地域（陸域、海域）

①港湾ターミナル（物流、人流）
②港湾ターミナルに出入りする船舶・車両（トラック等）
③港湾地域に立地する企業

（４）計画策定及び推進体制、進捗管理
・港湾管理者である茨城県が策定
・今後、CNP-WGを定期的に開催し、計画の進捗状況を確認・評価する
・評価結果や、政府の温室効果ガス削減目標、技術の進展等を踏まえ、適時適切に

計画の見直しを行う ５



３．水素・燃料アンモニア等の供給目標及び供給計画

※具体的な施設配置は、関係者との調整に時間を要することから、検討の方向性を示すこととする。

２．二酸化炭素の排出状況及び削減目標、削減計画

※2013年の排出量データが無いため2014年排出量を代用
※目標値は適宜適切に見直しを行う。

ＣＮＰ形成計画（案）②

茨城港 鹿島港

2013年※
１４０万トン

（発電所含む：１２７０万トン）
２１１０万トン

（発電所含む：３３７０万トン）

2019年
１６０万トン

（発電所含む：１４００万トン）
２１２０万トン

（発電所含む：３１００万トン）

2030年及び2050年 2030年目標：2013年比４６％削減、 2050年目標：カーボンニュートラル

茨城港 鹿島港

水素換算需要量（2030） ８万トン １１７万トン

水素換算需要量（2050） １９万トン ２５５万トン
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ＣＮＰ形成計画（案）③
４．港湾・産業立地競争力の強化に向けた方策

・「産業創出・競争力強化のため、クリーンエネルギーのサプライチェーン構築等に向けた

技術開発などの取組を集中的に支援」「水素・燃料アンモニアなどの輸送・貯蔵・利活用

に係る実証事業の積極的な誘致」「洋上風力発電関連産業の誘致」などについて記載。

・これらの取組を通じて、質の高い雇用や所得の創出を目指す旨を記載。

５．ロードマップ

・温室効果ガス削減計画や施設整備計画等の具体的な取組内容、主体、スケジュール

を明らかにするものであるが、企業の投資判断もあるため、調整が整ったものについて

記載していくこととする。

参考資料：カーボンニュートラル形成のイメージ（将来像：2050年）

・2050年時点における各港のカーボンニュールトラルポートの形成イメージを示す。
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茨城港 ＣＮＰの形成イメージ案（２０５０年の将来像）

（茨城港が担う役割・機能）
〇次世代エネルギーの供給拠点
〇次世代エネルギー（燃料アンモニア）によるカーボンニュートラル発電
〇次世代エネルギーを活用したカーボンニュートラル・ターミナル 等

Googlemap

常陸那珂
ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ

JERA

日立建機

東京ガス

コマツ

石炭火力発電所のアンモニア混焼

洋上風力発電の導入促進
-県内海域における新たな促進区域の設定

【水素】
-水素等の輸入拠点

【合成メタン】
-発電時のCO2の受入
-既存天然ガスパイプ
ラインの有効活用

石炭火力発電

水素・合成メタン・燃料アンモニア
の輸移入

洋上風力

CO2の移入

【公共ターミナルの カーボン
ニュートラル・ターミナル化】
・陸電供給
・旅客ターミナルのCN化

CO2の移入

関東一円のLNGパイプライン網

天然ガス
パイプライン
至 鹿島港

《大洗港区》

【公共ターミナルの カーボンニュートラル・ターミナル化】
・陸電供給、FCトラック（横持ち）の導入、水素ステーショ

ンの設置
・荷役機械FC化
・EV輸出拠点としてグリーン電力の充電基地

天然ガス
パイプライン
至 内陸

・燃料アンモニア等の
輸入拠点、サプライ
チェーン構築

《日立港区》

《常陸那珂港区》

洋上風力国内サプライチェーンの構築
-大型部材の誘致及び部品工場との連携 凡例： フェリーエネルギー建設機械完成自動車

【公共ターミナルの カーボンニュートラル・ターミナル化】
・陸電供給、FCトラック（横持ち）の導入、水素ステーショ

ンの設置
・荷役機械FC化
・EV輸出拠点としてグリーン電力の充電基地
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鹿島港 ＣＮＰの形成イメージ案（２０５０年の将来像）

（鹿島港が担う役割・機能）
〇次世代エネルギーを活用したカーボンニュートラル・コンビナート
〇次世代エネルギーによるカーボンニュートラル発電 等

北公共埠頭

高松地区

ごうのいけ

南海浜地区

ごうのいけ

凡例： 穀物・食料品 エネルギー石油化学鉄鋼 風力発電

JERA

三菱ケミカル

ウィンド・パワー・グループ

洋上風力

【再生可能エネルギーの産業拠点化】
・洋上風力基地港の着実な整備

-鹿島港外港地区の活用
・洋上風力国内サプライチェーンの構築

-大型部材製造工場の誘致
・バイオマス燃料輸入拠点

洋上風力発電の導入促進
-鹿島港内、千葉県銚子市沖のプロジェクトの推進
-県内海域における新たな促進区域の設定
-洋上風力ポテンシャル16万kw（鹿島港内）

【公共ターミナルの カーボン
ニュートラル・ターミナル化】

・陸電供給
・荷役機械FC化

太陽光パネルの設置

水素等の輸移入

外港地区

洋上風力国内サプライチェーンの構築
-風車部品工場との連携

基地港湾

洋上風車の組立・製造拠点化

【水素】
-水素等の輸入拠点

【合成メタン】
-周辺事業場からのCO2受入
（発電・製鉄・石油・化学）
-既存天然ガスパイプライン
の有効活用

CO2の移入

港外のCO2利用企業への
CO2移入

・石油化学製品の生産最適化
・石油化学におけるCO2と水素からオレフィン生成
・CO2の分離回収（発電、製鉄所、製油所、石油化学）
・プラスチックの再生利用拠点(ケミカルリサイクル)

南公共埠頭

・ガス火力発電所の混焼
・製油所における合成燃
料の製造

石炭火力発電
北海浜地区

大型電炉での高級鋼の量産製
造、水素還元製鉄（Super 
COURSE50による高炉水素還元、
100%水素直接還元）、CCSU等に
よるカーボンオフセット対策

天然ガス
パイプライン
至 茨城港

天然ガス
パイプライン
至 千葉県

洋上風力

日本製鉄

【公共ターミナルの カーボン
ニュートラル・ターミナル化】

・陸電供給
・荷役機械FC化

鹿島石油

鹿島石油

神之池西部地区

水素等のサプライチェーン構築

発電所燃料の低炭素化

CCSの検討
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